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新型コロナウイルス感染症に対する要望 

 

 新型コロナウイルス感染症の猛威に対して、国から令和２年４月７日に兵庫県を含む７都府県に緊急

事態宣言がなされ、４月１６日には全都道府県へ拡大した。兵庫県の職掌ではあるが、本市としてもよ

り迅速かつ適切に対応していくことが市民から求められている。 

兵庫県との連携は必要であるが、本市独自においても、この国難を乗り切る体制を継続・強化してい

ただきたい。 

日々刻々と変わる状況に対して市民目線で柔軟に対応していただきたく、今後の施策や補正予算編成

等において、対応いただくことを要望する。 

 

 

 

記 

 

1. 緊急事態宣言関連について 

（１）休業要請等に伴う神戸市の支援策については、兵庫県が休業補償を行い神戸市が1/3を負担する

方針を示している。早急に交付金が届き、市民や事業者にとって分かりやすく丁寧な周知に努

め、必要とされる方々へ確実に制度内容が適用されるよう兵庫県と連携し早急に対応すること。 

 

（２）緊急時における必需物資確保に向けた民間活用について、医療機関等では医療用マスクや防護服

等感染症対策の必需物資の不足が依然続いている。これら必需物資に関して、様々な業界や事業

者への協力を依頼し、民間の幅広い知恵と工夫を活用すること。 

 

（３）外出自粛要請や休業要請等により、施設周辺及び繁華街等の人の流れは一定低減されているが、

一方でスーパーやフードコート等休業要請されていない施設では、子どもを含む家族連れ等で混

雑しており、感染拡大を引き起こしかねない。市長よる発信により、ソーシャル・ディスタンス

はじめ緊急事態宣言下における市民の意識変容に対して、広報啓発の強化を行うこと。 

 



（４）公園遊具などは多数が集まり近くで声を出し合う等による感染拡大の懸念も指摘されている。遊

具に触れた後の手洗い徹底を呼びかけ、状況に応じて一部遊具の使用を禁止するなど柔軟に対応

すること。 

 

 

2. 保健所、医療機関等の支援について 

（１）帰国者・接触者外来、入院受入医療機関の医療従事者が不足しているため、全国的な応援体制の

整備など、人的支援の仕組みを構築すること。 

 

（２）医療機関はじめ、介護施設や消防救急分野においても、必要とするマスク、アルコール、防護服

等の在庫が少なくなっている。関係者が安心して業務に従事することができ、より必要な施設に

必要な数の物資が届くよう、神戸市が一括調達するなど、これら施設への安定供給の仕組みを強

化すると共に、人工呼吸器と体外式膜型人工肺の導入を促進し、院内感染防止のため、発熱外来

専用窓口を新たに設けること。 

 

（３）保健所の業務継続支援のためには、保健所支援班・広報特命班・データ解析チームを新たに構成

しているが、感染症患者の増加を想定し、専門職OB・OG職員への応援要請など中長期的に安定し

た保健所業務が継続できる体制を構築すること。また、PCR検査に係る業務（検体搬送、入院患者

の移送、健康観察、未確定患者の対応）について、神戸市内全体で最適な体制を構築すること。 

 

（４）医療従事者の負担・家族への感染リスクを低減・不用意な感染拡大を防ぐために、医療従事者が

利用できる宿泊施設の確保を行うこと。 

 

（５）市内宿泊施設活用については、新型コロナウイルス感染症患者の急増時に軽症者や無症状患者等

の療養のため、神戸市所有宿泊施設の利用活用を行い、軽症患者等の受入支援に活用すること

で、神戸市の感染拡大防止を行うこと。 

 

 

3. 企業・経済活動等の支援について 

（１）経済的に甚大な影響もたらしている状況を踏まえ、市民生活並びに経済活動を支援するための施

策を講じること。 

 

（２）飲食店のテイクアウト、デリバリーサービスの支援拡充について、神戸市は令和２年４月１３日

よりUber Eatsの連携により外出自粛促進事業支援策を実施しているが、新たにテイクアウトやデ

リバリーサービスを行う小規模や個人の外食事業者、および既にサービスを提供している事業者

に対しても直接的な支援策を検討すること。 

 

（３）テレワークへの移行を促進するために必要なインフラ整備に対して市として助成を行うこと。 



4. 子育て・教育関係について 

（１）神戸市教育委員会は児童・生徒の学習機会の確保のため、学習支援ツール等を用意しているが十

分なものとは言えない。そこで、今回の国のGIGAスクール構想に基づき、ネット配信による授業

の展開等を早急に配信すること。また、学校内の無線LAN設備を早急に整備すること。 

 

（２）明確な出勤基準を設け、時差出勤やテレワークを認める等、学校再開に向け効果的で柔軟な勤務

環境へ見直すこと。 

 

（３）学童保育と学校の児童・生徒の安全対策に努め、マスクや消毒液の確保については早急に実態を

把握し、必要な物資確保策を講じること。 

 

（４）電話相談窓口以外にもLINEを活用した児童虐待相談窓口を開設する等、家庭内で長時間過ごす児

童が安心できる多様なセーフティネット整備を早急に行うこと。 

 

（５）支援学校の休校措置により、重度障がいの児童・生徒は民間施設へ登園するケースが大半となっ

ている。施設側も最大限の配慮は行うものの、３密の状況に陥っている。また、出来る限りの安

全対策は施すものの、マスクや消毒液など必要な物資が即座に確保できない状況でもある。重度

障がいの児童・生徒に対して、民間と支援学校が連携して対応できる体制を早急に検討するこ

と。 


